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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

 

回次
第110期
第２四半期
連結累計期間

第111期
第２四半期
連結累計期間

第110期
第２四半期
連結会計期間

第111期
第２四半期
連結会計期間

第110期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成20年
　　７月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成21年
　　７月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成21年
　　３月31日

売上高 (百万円) 12,601 6,238 6,055 3,203 19,350

経常利益 (百万円) 3,104 78 1,275 81 1,986

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,860 53 736 57 615

純資産額 (百万円) ― ― 24,235 21,941 22,350

総資産額 (百万円) ― ― 32,529 26,565 28,107

１株当たり純資産額 (円) ― ― 882.65 799.11 813.99

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 67.76 1.96 26.83 2.08 22.42

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 74.50 82.59 79.52

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,143 501 ― ― 2,739

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △867 △291 ― ― △2,591

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △412 △356 ― ― △824

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 11,371 8,608 8,742

従業員数 (名) ― ― 884 745 803

(注)１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内
容に重要な変更はありません。
また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。
 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数(名)
745
(26)

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を(　)外数で記載しております。

 

(2) 提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数(名)
694
(17)

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期会計期間の平均人員を(　)外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントは産業用工具の製造・販売のため単一セグメントとなっております。

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を用途別に示すと、次のとおりであります。
 

用途別の名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

チップ 1,368 △44.6

切削工具 1,443 △54.1

耐摩工具 43 △55.2

その他 168 △31.1

合計 3,023 △49.3

(注)１　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を用途別に示すと、次のとおりであります。
 

用途別の名称 受注高(百万円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(百万円)

前年同四半期比
(％)

チップ 1,296 △45.4 283 △59.3

切削工具 1,647 △48.7 509 △50.4

耐摩工具 45 △47.1 23 △37.8

その他 178 △27.9 30 △42.3

合計 3,167 △46.5 846 △53.3

(注)１　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を用途別に示すと、次のとおりであります。
 

用途別の名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

チップ 1,435 △42.9

切削工具 1,541 △51.7

耐摩工具 42 △57.1

その他 184 △26.4

合計 3,203 △47.1

(注)１　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

(株)ＮａＩＴＯ 744 12.3 385 12.0

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】
当第２四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう
ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した
「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。
なお、重要事象等は存在しておりません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
 

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断し
たものであります。
 

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、昨年秋以来の世界同時不況の影響を受けた景気の急速
な悪化に底打ち感が見られるものの、一方では先行き不透明感は強く、需要全般に依然として力強さが感じられ
ず、依然として厳しい状況で推移しました。
当工具業界におきましては、主要ユーザーである自動車・ＩＴ関連産業の生産も一時期よりは回復してまい
りましたが、工具需要については十分な回復には至らないまま推移しました。
このような厳しい経営環境のもと、当社グループは、前年度から実施している構造改革により収益性の改善を
図るとともに、画期的な新商品「エポックミルスシリーズ」を発売するなど、拡販を図りました。
この結果、当第２四半期連結会計期間の連結業績は受注高31億６千７百万円(前年同四半期比46.5％減)、売上
高32億３百万円(前年同四半期比47.1％減)、営業利益１億５千２百万円(前年同四半期比88.0％減)、経常利益８
千１百万円(前年同四半期比93.6％減)、四半期純利益５千７百万円(前年同四半期比92.3％減)となりました。
 
所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①日本

工具需要が十分な回復に至らない中、新商品投入、構造改革による収益性改善を図ってまいりましたが、当第
２四半期連結会計期間においては、生産体制・生産拠点再構築の効果がまだ出ていないため、売上高は、28億３
千６百万円(前年同四半期比50.3％減)、営業利益２千８百万円(前年同四半期比97.7％減)となりました。

②欧州

欧州の工具需要も本格的な回復には至らず、日本と同様に新商品導入、拡販地域拡大等を実施いたしました
が、売上高６億３百万円(前年同四半期比21.5％減)、営業利益１億２千８百万円(前年同四半期比2.3％減)とな
りました。

③その他

中国地域は急速に好転しており、受注は他の地域ほど落ち込まず、新規開拓もあり、売上高３億１千７百万円
(前年同四半期比13.2％減)、営業利益２千万円(前年同四半期比31.0％減)となりました。
 

(2) 財政状態の分析

資産合計は、265億６千５百万円(前連結会計年度末比15億４千２百万円減)となりました。これは未収還付法
人税等の減少が主な要因となっております。
負債合計は、46億２千３百万円(前連結会計年度末比11億３千４百万円減)となりました。これは未払費用の減
少が主な要因となっております。
純資産合計は、219億４千１百万円(前連結会計年度末比４億９百万円減)となりました。これは、利益剰余金の
減少が主な要因となっております。この結果、自己資本比率は82.6％、１株当たり純資産は799.11円となりまし
た。
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(3) キャッシュ・フローの状況
当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、86億８百万円となり、
前年同四半期連結会計期間末より27億６千３百万円減少しました。各キャッシュ・フローの状況と要因は次の
とおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間において、営業活動により得られた資金は、前年同四半期連結会計期間と比べて10
億１千４百万円減少して12億７百万円となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益の悪化による収入
の減少と前連結会計年度に計上した特別退職金の支払額２億４千４百万円によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間において、投資活動により使用した資金は、前年同四半期連結会計期間と比べて７
億９百万円減少して２千６百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出が減少したことに
よるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間において、財務活動により使用した資金は、自己株式の取得による支出が減少した
ことにより０百万円となりました。
 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課
題はありません。
 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は240百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

 
当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

 
当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設・除却
等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。
また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成21年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成21年11月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 27,514,802同左
東京証券取引所
大阪証券取引所
各市場第一部

単元株式は100株で
あります。

計 27,514,802同左 ― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
 

(3) 【ライツプランの内容】
該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年９月30日 ― 27,514,802 ― 1,455 ― 807
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(5) 【大株主の状況】
  平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日立金属株式会社 東京都港区芝浦１－２－１ 14,033 51.00

ユニオンツール株式会社 東京都品川区南大井４－１５－８ 2,014 7.32

日立ツール取引先持株会 東京都港区芝浦１－２－１ 838 3.05

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１－８－１１ 689 2.51

日興シティ信託銀行株式会社
(投信口)

東京都品川区東品川２－３－１４ 551 2.00

日本マスタートラスト
信託銀行株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２－１１－３ 309 1.12

株式会社トータルインフォメー
ションエージェンシ

神奈川県横浜市金沢区釜利谷西２－３６－
４

230 0.84

ナティクシス　ブライシュロー
ダー　インク　クライアンツ　アカ
ウント２
(常任代理人　株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行)

１３４５　ＡＶＥＮＵＥ　ＯＦ　ＴＨＥ　ＡＭ
ＥＲＩＣＡＳ　ＮＥＷ　ＹＯＲＫ、Ｎ．Ｙ．　
１０１０５－４３００　Ｕ．Ｓ．Ａ．
(東京都千代田区丸の内２－７－１)

182 0.66

日立ツール社員持株会 東京都港区芝浦１－２－１ 126 0.46

有限会社浜岡商店 富山県魚津市末広町２－２０ 125 0.46

計 ― 19,101 69.42

(注)　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 689千株
日興シティ信託銀行株式会社 551〃
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 309〃
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

57,300
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

27,448,400
274,484 ―

単元未満株式
普通株式

9,102
― ―

発行済株式総数 27,514,802― ―

総株主の議決権 ― 274,484 ―

(注)１　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,500株(議決権35個)含まれておりま

す。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式10株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日立ツール株式会社

東京都港区芝浦一丁目
２番１号

57,300 ― 57,300 0.21

計 ― 57,300 ― 57,300 0.21

 

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成21年
４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
９月

最高(円) 640 725 939 887 897 870

最低(円) 555 579 704 811 836 785

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所(市場第一部)におけるものです。

 

３ 【役員の状況】
前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣
府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。
なお、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期
間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連
結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日か
ら平成21年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から
平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)に係る四
半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四
半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有
限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,228 1,824

受取手形及び売掛金 1,560 921

商品及び製品 1,177 1,116

仕掛品 472 413

原材料及び貯蔵品 349 389

未収還付法人税等 0 1,075

関係会社キャッシュプール金 6,380 6,917

繰延税金資産 422 456

その他 273 183

貸倒引当金 △30 △28

流動資産合計 12,835 13,269

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 2,838

※１
 2,957

機械装置及び運搬具（純額） ※１
 5,994

※１
 6,611

土地 3,297 3,297

その他（純額） ※１
 274

※１
 460

有形固定資産合計 12,404 13,326

無形固定資産 107 124

投資その他の資産

投資有価証券 359 578

繰延税金資産 671 577

その他 190 231

貸倒引当金 △4 △0

投資その他の資産合計 1,217 1,386

固定資産合計 13,729 14,838

資産合計 26,565 28,107
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 438 680

未払費用 639 1,135

未払法人税等 75 126

役員賞与引当金 6 9

その他 1,839 1,985

流動負債合計 2,998 3,937

固定負債

退職給付引当金 1,525 1,719

役員退職慰労引当金 66 62

その他 32 37

固定負債合計 1,624 1,819

負債合計 4,623 5,757

純資産の部

株主資本

資本金 1,455 1,455

資本剰余金 807 807

利益剰余金 19,766 20,069

自己株式 △68 △68

株主資本合計 21,960 22,263

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 93 221

為替換算調整勘定 △112 △134

評価・換算差額等合計 △18 86

純資産合計 21,941 22,350

負債純資産合計 26,565 28,107
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 12,601 6,238

売上原価 6,909 4,248

売上総利益 5,691 1,989

販売費及び一般管理費 ※１
 2,606

※１
 1,855

営業利益 3,085 133

営業外収益

受取利息 63 23

受取配当金 10 7

為替差益 75 －

助成金収入 43 15

特許料収入 15 14

法人税等還付加算金 － 30

その他 38 39

営業外収益合計 245 129

営業外費用

売上割引 182 62

工場移転費用 － 42

その他 43 80

営業外費用合計 226 184

経常利益 3,104 78

特別利益 － －

特別損失 － －

税金等調整前四半期純利益 3,104 78

法人税、住民税及び事業税 1,279 △9

法人税等調整額 △35 33

法人税等合計 1,244 24

四半期純利益 1,860 53
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 6,055 3,203

売上原価 3,526 2,162

売上総利益 2,528 1,041

販売費及び一般管理費 ※１
 1,262

※１
 888

営業利益 1,265 152

営業外収益

受取利息 27 10

為替差益 66 －

法人税等還付加算金 － 30

その他 21 13

営業外収益合計 115 54

営業外費用

売上割引 88 36

工場移転費用 － 37

その他 18 51

営業外費用合計 106 126

経常利益 1,275 81

特別利益 － －

特別損失 － －

税金等調整前四半期純利益 1,275 81

法人税、住民税及び事業税 529 21

法人税等調整額 8 2

法人税等合計 538 24

四半期純利益 736 57
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 3,104 78

減価償却費 1,115 1,047

退職給付引当金の増減額（△は減少） 94 △194

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6 5

受取利息及び受取配当金 △73 △30

固定資産除却損 19 12

売上債権の増減額（△は増加） 363 △636

たな卸資産の増減額（△は増加） △367 △73

仕入債務の増減額（△は減少） △62 △243

その他 212 △23

小計 4,398 △57

利息及び配当金の受取額 73 30

法人税等の支払額 △1,328 △119

法人税等の還付額 － 1,075

特別退職金の支払額 － △427

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,143 501

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,187 △339

無形固定資産の取得による支出 △26 △2

投資有価証券の取得による支出 △1 △1

投資有価証券の売却による収入 342 －

その他 5 51

投資活動によるキャッシュ・フロー △867 △291

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △411 △356

自己株式の取得による支出 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △412 △356

現金及び現金同等物に係る換算差額 △27 14

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,835 △133

現金及び現金同等物の期首残高 9,535 8,742

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 11,371

※１
 8,608
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。
 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 

項目
当第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

１．連結子会社の事
業年度等に関する
事項の変更

従来、決算日が連結決算日と異なる連結子会社日立刀具(上海)有限公司については、連
結決算日との差異が３ヶ月以内であるため、当該連結子会社の事業年度の財務諸表に基づ
き連結決算を行ってまいりましたが、連結業績をより適切に開示するため、第１四半期連
結会計期間より日立刀具(上海)有限公司については、親会社連結決算日における仮決算に
よる財務諸表にて連結する方法に変更いたしました。
この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、当第２四半期連結累計期間の連

結売上高は317百万円、営業利益は25百万円、経常利益は11百万円、税金等調整前四半期純
利益は11百万円それぞれ増加しております。

 

【表示方法の変更】
 

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係)
前第２四半期連結累計期間まで営業外収益「その他」に含めて表示しておりました「法人税等還付加算金」に

ついては、当第２四半期連結累計期間において営業外収益総額の100分の20を超えることとなったため、当第２四
半期連結累計期間より区分掲記することにいたしました。
なお、前第２四半期連結累計期間の「法人税等還付加算金」は、1百万円であります。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)
前第２四半期連結累計期間まで「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「法人税等の支払額」に含めて表示

しておりました「法人税等の還付額」は重要性が増加したため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記するこ
とにいたしました。
なお、前第２四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「法人税等の還付額」は48百万

円であります。

 

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係)
前第２四半期連結会計期間まで営業外収益「その他」に含めて表示しておりました「法人税等還付加算金」に

ついては、当第２四半期連結会計期間において営業外収益総額の100分の20を超えることとなったため、当第２四
半期連結会計期間より区分掲記することにいたしました。
なお、前第２四半期連結会計期間の「法人税等還付加算金」は、0百万円であります。

 

【簡便な会計処理】

 

項目
当第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

１．繰延税金資産及
び繰延税金負債の
算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等や一時差
異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度末の検討にお
いて使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっておりま
す。また、前連結会計年度末以降に経営環境等や一時差異等の発生状況に著しい変化が認
められた場合には、前連結会計年度末の検討において使用した業績予測やタックス・プラ
ンニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法により算定しておりま
す。

 

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】
 

項目
当第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

１．税金費用の計算 当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に
見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しておりま
す。
なお、法人税等調整額は、法人税、住民税及び事業税に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額
22,234百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額
21,646百万円

 

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

 

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの
主要費目  金額(百万円)

販売手数料  239
給与及び手当  1,116
福利厚生費  188
旅費及び交通費  158
賃借料  189
減価償却費  22
荷造運搬費  103
役員退職慰労引当金繰入額  7
退職給付費用  60
役員賞与引当金繰入額  10

※１　販売費及び一般管理費の主なもの
主要費目  金額(百万円)

販売手数料  44
給与及び手当  773
福利厚生費  173
旅費及び交通費  87
賃借料  190
減価償却費  60
荷造運搬費  58
役員退職慰労引当金繰入額  4
退職給付費用  65
役員賞与引当金繰入額  6

 

第２四半期連結会計期間

 

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの
主要費目  金額(百万円)

販売手数料  96
給与及び手当  557
福利厚生費  100
旅費及び交通費  64
賃借料  87
減価償却費  12
荷造運搬費  52
役員退職慰労引当金繰入額  2
退職給付費用  30
役員賞与引当金繰入額  4

※１　販売費及び一般管理費の主なもの
主要費目  金額(百万円)

販売手数料  12
給与及び手当  366
福利厚生費  90
旅費及び交通費  43
賃借料  90
減価償却費  37
荷造運搬費  32
役員退職慰労引当金繰入額  2
退職給付費用  27
役員賞与引当金繰入額  4

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)
 

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
現金及び預金 1,539百万円
関係会社キャッシュプール金 9,831　〃
現金及び現金同等物 11,371百万円

 
「関係会社キャッシュプール金」はキャッシュプールシ
ステムに対する預け金であります。

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
現金及び預金 2,228百万円
関係会社キャッシュプール金 6,380　〃
現金及び現金同等物 8,608百万円

 
「関係会社キャッシュプール金」はキャッシュプールシ
ステムに対する預け金であります。
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成21年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成

21年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 27,514,802

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 57,310

 

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
 

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月19日
定時株主総会

普通株式 356 13平成21年３月31日平成21年６月22日利益剰余金

 

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年10月23日
取締役会

普通株式 192 7 平成21年９月30日平成21年11月27日利益剰余金

 

５　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計期間(自　

平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20

年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

 
当社及び連結子会社の事業は、産業用工具の製造・販売並びにこれらに付随業務の単一事業であり、当該事業
以外に事業の種類がないため、該当事項はありません。

 

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

 

 
日本
(百万円)

欧州
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高       

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

4,925 764 365 6,055 ― 6,055

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

784 3 ― 788 (788) ―

計 5,709 768 365 6,843 (788) 6,055

営業利益 1,192 131 29 1,353 (87) 1,265

(注)１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1)欧　　　州・・・・ドイツ

(2)その他の地域・・・中国

 

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

 

 
日本
(百万円)

欧州
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高       

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

2,289 597 317 3,203 ― 3,203

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

547 6 ― 553 (553) ―

計 2,836 603 317 3,757 (553) 3,203

営業利益 28 128 20 178 (25) 152

(注)１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1)欧　　　州・・・・ドイツ

(2)その他の地域・・・中国

３　第１四半期連結会計期間より日立刀具(上海)有限公司については、親会社四半期連結決算日における仮決算による財

務諸表にて連結する方法に変更いたしました。

　この変更に伴い、当第２四半期連結会計期間の「その他の地域」の売上高が95百万円、営業利益が18百万円それぞれ増

加しております。
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前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)
 

 
日本
(百万円)

欧州
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高       

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

10,222 1,802 577 12,601 ― 12,601

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1,656 16 ― 1,673 (1,673) ―

計 11,879 1,818 577 14,274(1,673)12,601

営業利益 2,906 303 44 3,254 (169) 3,085

(注)１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1)欧　　　州・・・・ドイツ

(2)その他の地域・・・中国

 

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

 

 
日本
(百万円)

欧州
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高       

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

4,362 1,184 691 6,238 ― 6,238

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

962 6 ― 968 (968) ―

計 5,324 1,190 691 7,206 (968) 6,238

営業利益又は営業損失(△) △150 216 29 94 39 133

(注)１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1)欧　　　州・・・・ドイツ

(2)その他の地域・・・中国

３　第１四半期連結会計期間より日立刀具(上海)有限公司については、親会社四半期連結決算日における仮決算による財

務諸表にて連結する方法に変更いたしました。

　　この変更に伴い、当第２四半期連結累計期間の「その他の地域」の売上高が317百万円、営業利益が25百万円それぞれ増

加しております。
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

 

 欧州 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 764 1,124 57 1,947

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 6,055

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

12.6 18.5 1.0 32.2

(注)１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　　(1)欧　　　州・・・・ドイツ

　　(2)ア　ジ　ア・・・・中国、韓国、タイ

　　(3)その他の地域・・・アメリカ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

 

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

 

 欧州 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 597 702 31 1,330

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 3,203

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

18.6 21.9 1.0 41.5

(注)１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　　(1)欧　　　州・・・・ドイツ

　　(2)ア　ジ　ア・・・・中国、韓国、タイ

　　(3)その他の地域・・・アメリカ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

４　第１四半期連結会計期間より日立刀具(上海)有限公司については、親会社四半期連結決算日における仮決算による財

務諸表にて連結する方法に変更いたしました。

　　この変更に伴い、当第２四半期連結会計期間の「アジア」の売上高が95百万円増加しております。
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前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)
 

 欧州 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,802 2,165 115 4,083

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 12,601

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

14.3 17.2 0.9 32.4

(注)１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　　(1)欧　　　州・・・・ドイツ

　　(2)ア　ジ　ア・・・・中国、韓国、タイ

　　(3)その他の地域・・・アメリカ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

 

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

 

 欧州 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,184 1,394 62 2,641

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 6,238

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

19.0 22.3 1.0 42.3

(注)１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　　(1)欧　　　州・・・・ドイツ

　　(2)ア　ジ　ア・・・・中国、韓国、タイ

　　(3)その他の地域・・・アメリカ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

４　第１四半期連結会計期間より日立刀具(上海)有限公司については、親会社四半期連結決算日における仮決算による財

務諸表にて連結する方法に変更いたしました。

　　この変更に伴い、当第２四半期連結累計期間の「アジア」の売上高が317百万円増加しております。

 

(有価証券関係)

当社グループの所有する有価証券は、事業の運営において重要性がないため、記載を省略しております。
 

(デリバティブ取引関係)

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。
 

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額
 

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

  

 799.11円

  

 813.99円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額　(百万円) 21,941 22,350

普通株式に係る純資産額　(百万円) 21,941 22,350

差額の主な内訳　(百万円) ― ―

普通株式の発行済株式数　(株) 27,514,802 27,514,802

普通株式の自己株式数　(株) 57,310 57,258

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数　(株)

27,457,492 27,457,544

 

２　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第２四半期連結累計期間
 

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 67.76円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―

１株当たり四半期純利益金額 1.96円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
(百万円)

1,860 53

普通株式に係る四半期純利益　(百万円) 1,860 53

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳
(百万円)

― ―

普通株式の期中平均株式数　(株) 27,457,873 27,457,523
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第２四半期連結会計期間
 

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 26.83円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―

１株当たり四半期純利益金額 2.08円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
(百万円)

736 57

普通株式に係る四半期純利益　(百万円) 736 57

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳
(百万円)

― ―

普通株式の期中平均株式数　(株) 27,457,813 27,457,508

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
 

２ 【その他】

第111期(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)中間配当については、平成21年10月23日開催の取締役会
において、平成21年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うこと
を決議いたしました。

①　配当金の総額 192百万円

②　１株当たりの金額 7円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成21年11月27日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成２０年１１月１４日

日立ツール株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　和　　田　　榮　　一　　印

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　片　　倉　　正　　美　　印

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　田　　中　　文　　康　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日立ツー

ル株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成

２０年７月１日から平成２０年９月３０日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成２０年４月１日から平成２０年

９月３０日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日立ツール株式会社及び連結子会社の平成２０年９月３０

日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに

第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 
(注)１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成２１年１１月１３日

日立ツール株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　田　　中　　文　　康　　印

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　中　　山　　清　　美　　印

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　片　　倉　　正　　美　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日立ツー

ル株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成

２１年７月１日から平成２１年９月３０日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成２１年４月１日から平成２１年

９月３０日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日立ツール株式会社及び連結子会社の平成２１年９月３０

日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに

第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 
(注)１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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